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変更審査
申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限

デンヨー㈱ － 防災用自家発電装置 B-C-14  3形式 H31. 9. 5
更新審査

申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限
北越工業㈱ 本社工場 可搬形発電設備 R-D-60  2形式 H33. 3. 5
サーベイランス

申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限
澤藤電機㈱ 新田工場 可搬形発電設備 R-D-120  1形式 H30. 4.21
㈱日立製作所 日立事業所 防災用自家発電装置 B-D-19 39形式 H31. 5. 9B-T-19  6形式

三菱重工業㈱ 相模原製作所

防災用自家発電装置 B-D-09 29形式

H31. 7. 4
常用自家発電装置 J-D-09  1形式

J-C-09  1形式
常用防災兼用発電装置 K-D-09 15形式

K-C-09  9形式
非常動力装置 H-D-09  3形式
可搬形発電設備 R-D-09  2形式 H28.11. 5

㈱東芝 コミュニティ・ソリューション事
業部

防災用自家発電装置 B-D-15 24形式 H32. 5. 8B-T-15 10形式
常用防災兼用発電装置 K-D-15  3形式 H29.12.16

川崎重工業㈱ 明石工場 防災用自家発電装置 B-T-72 11形式 H31. 7. 4
常用防災兼用発電装置 K-T-72  6形式 H29.10.14

ヤンマー建機㈱ 本社工場 可搬形発電設備 R-D-116  1形式 H28. 6.26
㈱明電舎 回転機システム工場 防災用自家発電装置 B-D-23 24形式 H31. 5. 9B-T-23 10形式

西芝電機㈱ 本社工場 防災用自家発電装置 B-D-18 26形式 H31. 9. 5B-T-18  5形式
常用自家発電装置 J-D-18  1形式 H29. 6.24
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第89回自家発電設備認証委員会審議結果（承認分）
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JPIの最新セミナー情報

■総務省関連▼９月18日：電力全面自由化を見据えた中国電力㈱
家庭用分野への現在の取組▼９月24日：第４次社会資本整備重点
計画の構成とインフラを支える構造改革等▼９月30日：シリコン
バレーと日本の架け橋プロジェクト、その具体的支援策と今後の
展開
■外務省関連▼９月29日：2030年を目途とした東アジア地域のイ
ンフラ整備･事業環境の全容
■文部科学省関連▼12月４日：病院の災害軽減対策研究の経緯と
今後の方向性について
■厚生労働省関連▼９月16日：10月施行、医療事故調査制度と医
療事業者の対応▼９月17日：地域No,1の病院ブランド確立で勝利
する取組み方▼９月18日：厚生労働省：安心で質の高い医療サー
ビス提供体制の構築▼10月２日：松江市立病院:2015年秋着工予
定、新設がんセンター建設計画

■経済産業省関連▼９月24日：㈱ウエストホールディングス日本
初、水上太陽光発電所建設事業▼９月25日：電力全面自由化、オ
リックス電力㈱ならではの新ビジネス事業展開▼９月29日：中部
電力㈱電力技術研究所の使命と技術と実践▼10月６日：東京電力
㈱工務部、架空送電設備の高経年化への効率的対応▼10月７日：
国土交通省港湾局、洋上風力発電の普及促進に向けた取組▼10月
９日：経済産業省、次世代火力発電の早期実現に向けた具体施策
▼10月13日：経済産業省、石油･天然ガスの安定供給確保･調達価
格低減に向けた施策▼10月16日：系統運用部門が取組む電力シス
テム改革・再生可能電源大量導入▼10月27日：エネルギーミック
ス、COP21への対応状況等エネルギー政策の重点取組▼11月５
日：日立造船㈱新電力事業進出後の進捗現況と新規事業への挑戦
▼11月10日：東京電力㈱リニューアブル・カンパニーの設置と今
後▼11月17日：東京電力㈱銚子沖洋上風力発電所メンテナンス３
年間の知見と今後
■国土交通省関連▼10月16日：新中部圏広域地方計画、名古屋駅
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